
様式第２号（第３条関係） 
 

審 議 会 会 議 録 
 

会議名称 令和７年度 第３回伊達市国民健康保険運営協議会 

議  題 

○議 事 

議案第１号  伊達市国民健康保険税条例の一部改正について 

情報提供①  令和８年度国民健康保険特別会計予算（案）について 

情報提供②  データヘルス計画における令和６年度実績について 

開催日時 令和８年２月16日（月） 午後６時30分～午後６時55分 

場  所 伊達市保健センター１階 集団検診室 

出 席 者 
伊達市国民健康保険運営協議会委員７名（欠席者２名） 

所管部課名 健康福祉部保険医療課 

公 開 
非 公 開 
の 別 

■  公 開 傍聴者の人数 なし 

□  非公開 非公開の理由  

 

１ 開会 

 

２ 健康福祉部長挨拶 

佐々木健康福祉部長より挨拶 
 

３ 会長あいさつ 

廣中会長より挨拶 
 

（議長の選出等） 

 本会議の議長に廣中会長、会議録署名人として廣中会長・本田委員を選出。 

 事務局より、伊達市国民健康保険運営協議会規則第４条第２項の規定により、会議成立の旨 

を報告。 
  

４ 議事 

議案第１号 伊達市国民健康保険税条例の一部改正について 

事務局 別添レジュメにより説明 

質疑等なし。 

 

情報提供① 令和８年度国民健康保険特別会計予算（案）について 

情報提供② データヘルス計画における令和６年度実績について 

事務局 別添レジュメにより説明 

委員 情報提供②の生活習慣病発症予防のところで、ナッジ理論・行動経済学を活用した 

     ハガキ等による受診勧奨と記載があるが、負のモチベーション・正のモチベーショ 

     ンのどちらを活用しているのか。 

事務局   どちらかといえば現在は正のモチベーションとして、「健康のために」という表現 

         方法で勧奨している。また、来年度からの取組であるが、関心層のステージがいく 



         つかある中で、定期・不定期の受診歴を委託業者に分析してもらい、関心ステージ 

         に合わせた記載によるハガキ勧奨を行う予定。 

 

委員 生活習慣病の医療費については、第３期国民健康保険データヘルス計画にも記載の 

     とおり、平成 30年度から令和４年度にかけてあまり変わっていない。行動経済学的 

     には負のメッセージの方が伝わる場合が多い。その方がインパクトが大きいのでは。 

事務局 来年度に行うハガキ勧奨の参考にさせていただく。 

 

５ 閉会 

 



令和８年２月16日（月）午後６時30分から

次　第

１　開　会

２　会長あいさつ

３　議　事

　　　議案第１号　伊達市国民健康保険税条例の一部改正について

４　その他

　　・情報提供①　令和８年度国民健康保険特別会計予算（案）について

　　・情報提供②　データヘルス計画における令和６年度実績について

５　閉　会

令和７年度　伊達市国民健康保険運営協議会

（第３回）

日時

場所 伊達市保健センター１階　集団検診室



（令和７年６月１日現在）

【委　員】

委嘱年月日 出欠

会長 廣中　　学 R7.6.1 ○

副会長 小貫　　豊 R7.6.1 ○

委員 川村　　守 R7.6.1 ○

委員 坪　　俊輔 R7.6.1 ○

委員 本田　　慎 R7.6.1 ○

委員 和田　　賢 R7.6.1 ○

委員 田中　龍夫 R7.6.1 ○

委員 成沢　優美 R7.6.1 ×

委員 宇井　　尚 R7.6.1 ×

令和７年度　第３回伊達市国民健康保険運営協議会名簿

選出区分 氏名

被保険者を
代表する委員

保険医又は保険薬剤師を
代表する委員

公益を
代表する委員



伊達市国民健康保険税条例の一部改正について

１．改正の趣旨

・「子ども・子育て支援金制度」の新設（令和８年４月１日から施行）に伴い、「子ども・

　子育て支援金」の賦課及び徴収を追加するもの。

・「国民健康保険法施行令」の一部改正に伴い、国民健康保険税の「賦課限度額」及び

　「軽減判定所得」を引き上げるもの。

（１）子ども・子育て支援金の新設

子ども・子育て支援金の税率は、北海道が示す統一保険税率を採用する。

新

※18歳未満の均等割額は、10割軽減の措置が講じられる

※均等割額（1,100円）については、18歳未満の軽減した分を、18歳以上均等割額として

　上乗せした分（100円）を含む

※均等割額及び平等割額は、世帯の所得に応じて7割・5割・2割の軽減措置が講じられる

①～③は従来の保険税の賦課・徴収範囲だったもの

区　分

①医療給付費分

②後期高齢者支援金分

③介護納付金分 1.90% 6,000円

1,000円

所得割率 資産割額 均等割額 平等割額

8.50%

2.00%

0.29%

7.30% 25,000円 30,000円

2.30% 6,000円

7,000円

2.00% 7,000円

④子ども・子育て支援納付金分※ ー 1,100円

議案第１号

①医療分 ③介護分②後期高齢者 ④子ども・子育て

令和８年度から

新たに賦課・徴収

＜国試算：平均負担月額＞

　　※国民健康保険は１世帯当たり

子ども・子育て支援金

平均負担月額

被用者保険

全制度平均

令和10年度

加入者

１人当たり

被保険者

１人当たり

加入者

１人当たり

被保険者

１人当たり

令和８年度

加入者

１人当たり

被保険者

１人当たり

令和９年度

250円

400円 600円※

200円 250円 350円

300円

450円

300円 450円 400円 600円 500円 800円

350円

450円※250円 350円※国民健康保険

後期高齢者医療制度

『子ども・子育て支援金制度』とは、こども未来戦略（令和５年12月策定）の「加速化

プラン」における少子化対策の抜本的強化を図るために創設された、全世代・全経済主体

で子育て世帯を支えるための新しい仕組みです。

令和８年度から令和10年度にかけて段階的に導入することとなっており、健康保険の保

険料（税）に上乗せするかたちで負担することになります。



（２）賦課限度額の改正

賦課限度額を以下のとおり計１万円引き上げ110万円とする。 　　 ＊「R７賦課状況調査」より

【参考】賦課限度額超過世帯 104世帯 ／ 市国保世帯数4,468世帯 ＝ 2.32％ ＊

（追加）子ども・子育て支援納付金分の賦課限度額は３万円とする。

新

（３）保険税の軽減判定所得の改正

保険税軽減判定所得基準額を５割・２割軽減において引き上げる。

区分

７割軽減

５割軽減

２割軽減

２．施行日

令和８年４月１日

３．改正予定時期

伊達市議会　令和８年第１回定例会

増減

増減なし

＋0.5万円

＋１万円

該当世帯数
(R7.５月末時点)

1,652

685

500

43万円（基礎控除）

改正前

43万円＋30.5万円×人数

43万円＋56万円×人数

43万円（基礎控除）

43万円＋31万円×人数

43万円＋57万円×人数

改正後

改正前 改正後 増減

①医療給付費分 66万円 67万円 +１万円  

②後期高齢者支援金分 26万円 26万円 増減なし

④子ども・子育て支援納付金分※ ー ３万円 ＋３万円

合計 109万円 110万円 +１万円

③介護納付金分 17万円 17万円 増減なし

区　分



 【予算の状況】 （単位：千円）

令和７年度 令和８年度 当初予算比

1 保険税 565,297 568,417 3,120 ①

2 使用料及び手数料 16 16 0

3 道支出金 3,022,420 2,935,724 △ 86,696

普通調整交付金 2,911,411 2,839,985 △ 71,426 ②

特別調整交付金 111,009 95,739 △ 15,270

4 財産収入 997 1,945 948

5 繰入金 432,465 349,575 △ 82,890

一般会計繰入金 357,272 334,122 △ 23,150

国保事業運営基金繰入金 75,193 15,453 △ 59,740 ③

6 繰越金 2 2 0

7 諸収入 2,607 2,607 0

8 国庫支出金 0 0 0

4,023,804 3,858,286 △ 165,518

1 総務費 70,471 72,687 2,216

2 保険給付費 2,912,311 2,839,986 △ 72,325 ④

3 国保事業費納付金 998,191 906,989 △ 91,202 ⑤

4 共同事業拠出金 2 0 △ 2

5 保健事業費 38,030 32,877 △ 5,153

6 基金積立金 997 1,945 948

7 公債費 200 200 0

8 諸支出金 2,602 2,602 0

9 予備費 1,000 1,000 0

4,023,804 3,858,286 △ 165,518

【被保険者数・世帯数の推移】

Ｒ８(年平均見込) Ｒ７年３月末 Ｒ７年９月末 R８年３月末(見込)

5,800 6,239 6,086 5,977

4,100 4,377 4,291 4,215

被保険者数

世帯数

歳

出

計

 令和８年度国民健康保険特別会計予算（案）前年比較

区　　分

歳

入

計

国民健康保険特別会計は、前年度比で165,518千円減

＜歳入＞

・子ども子育て支援金制度創設に伴う保険税収入の増 （3,120千円）①

・医療費の減少に伴う普通調整交付金の減 （△71,426千円）②

・国民健康保険事業費納付金の減少に伴う基金繰入金の減（△59,740千円）③

＜歳出＞

・被保険者数の減少に伴う医療費の減 （△72,325千円）④

・国民健康保険事業費納付金の減 （△91,202千円）⑤

情報提供➀



伊達市第３期国民健康保険データヘルス計画の目的・目標・個別保健事業の整理及び各年の実績

【留意事項】

・国保データベースシステムを用いた実績については、令和８年１月時点の抽出データです。

・国保データベースシステム抽出した令和６年度実績は暫定値となっており、令和８年度に実施する中間評価時には確定値が発表されるため、実績が変動する可能性があります。

目標値 ベースライン R5実績
R6実績
(暫定値)

用いた資料 目標値 ベースライン R5実績
R6実績
(暫定値)

用いた資料

「脳血管疾患」「虚血性心疾患」「腎不
全」による死亡数が多い

現状値より増加 92.6% 100.0% 100.0% 現状値より増加 43.4% 44.7% 29.2%

「脳梗塞」「心筋梗塞」が医療費を占める
割合が上昇しており、特に「脳梗塞」によ
る入院の割合が高い

現状値より増加 49.0% 28.8% 24.0% 現状値より増加 83.3% 33.3% 20.0%

「糖尿病」「高血圧症」「脂質異常症」
「慢性腎臓病(透析あり)」による外来の割
合が高い

現状値維持 100.0% 66.6% 100.0% 現状値より減少 12人 13人 9人

健診受診者のうち、「血圧」の受診勧奨状
態にある対象者が上昇している

現状値より減少 5人 5人 4人

健診受診者のうち、「血圧」「脂質」が受
診勧奨の状態にある未治療者が多い

現状値より減少 98人 124人 142人
北海道保健統
計年報（令和
３～５年）

35.3%以下 40.4% 41.7% 38.0%

現状値より減少 9.0% 8.6% 9.4%

現状値より増加 88.3% 87.4% 89.2%

7.6%以下 10.1% 11.1% 10.3%

胃がん 5.7% 5.0% 4.5%

肺がん 12.4% 12.0% 11.9%

大腸がん 10.6% 10.5% 10.5%

子宮がん 5.8% 6.9% 6.3%

乳がん 7.0% 7.6% 7.4%

現状値より減少 133人 160人 156人
北海道保健統
計年報（令和
３～５年）

メタボ該当者が多い（男女）
収縮期血圧/
拡張期血圧

現状値より減少
58.7％
/32.7％

58.1％
/33.3％

55.2％
/33.1％

メタボ予備群該当者が多い（女） HbA1c 現状値より減少 61.7% 66.1% 63.0%

LDL 現状値より減少 50.8% 51.6% 49.1%

現状値より減少 21.6% 21.0% 21.2%

特定健診受診率が低い 該当者 16.1%以下 21.5% 21.4% 22.2%

健康状態不明者が多い 予備群該当者 8.6%以下 11.5% 13.3% 11.1%

評価健康課題・考察
アウトプット アウトカム

評価指標

国保データ
ベース（令和
４～６年度）

現状値より増加

現状値維持

現状値より増加

中・長期目標 短期目標 保健事業

・特定健診受診率の
　向上
・特定保健指導実施
　率の向上
・保健指導対象者の
　減少
・健康状態不明者の
　減少

・特定健診の実施
・特定保健指導の
  実施
・はがき等による
  特定健診受診勧奨

32.0%

47.0%60%以上

・ナッジ理論を活用した
　はがき等による特定健診
　受診勧奨数

4.0%現状値より増加

現状値より増加

・精密検査未受診者
  に対する受診勧奨
・糖尿病性腎症重症
  化予防
・受診勧奨判定値を
  大幅に超える特定
  健診受診者（基準
  値超え者）への電
  話かけ

子宮がん

乳がん 現状値より増加

・心疾患・脳血管疾患・腎不全
　による死亡者数

・血圧受診勧奨者*1の割合

・HbA1c受診勧奨者*2の割合

健
康
課
題

考
察

健
康
課
題

考
察

死因のうち「肺がん」「大腸がん」による
ものが多く、それらを早期発見するための
検診受診率は国よりも高いが、早期発見早
期治療のため更なる受診率向上の必要があ
る

「悪性新生物」による死亡数が多い

メタボ該当者及びメ
タボ予備群該当者の
減少

・生活習慣病を原因
　とした人工透析
　新規導入者の減少
・新規脳血管疾患
　患者数の減少
・新規虚血性心疾患
　患者数の減少
・心疾患・脳血管
　疾患の死亡者数の
　減少

死亡や介護、入院の要因として「脳血管疾
患」や「虚血性心疾患」、「腎不全」があ
り、これらは予防可能な疾患であることか
ら、中長期的に減らしていく必要がある。
特に「虚血性心疾患」については血糖をは
じめ、基礎疾患の有病割合も高く、基礎疾
患を発症させない取り組みも重要である。
そのためには、特定健診を受けて医療が必
要と判断された者を早期に医療に繋げるこ
とが重要であり、伊達市では、特に「血
圧」「脂質」の未治療者が多いことを踏ま
えて重症化予防に取り組む必要がある

・血圧受診勧奨者の
　減少
・精密検査対象者
　及び受診勧奨値者
　の医療機関受診率
　または治療率の
　向上
・精密検査対象率
　及び受診勧奨率の
　減少

100.0%

67.6%

56.5%

・基準値超え者への受診勧奨
　実施率

・勧奨による基準値超え者の
　医療機関受診率

・受診勧奨
　した者の
　受診率

・がん検診の実施と
　受診勧奨

がん死亡者数の減少

・がん検診受診率の
　向上
・要精密検査者の
　受診率の向上

大腸がん

生
活
習
慣
病
発
症
予
防
・
保
健
指
導

・特定健診受診率

・特定保健指導実施率

8,597件 7,239件

32.8%

30.2%

－

60%以上

事業評価書
（令和４～６
年度　健康推
進課資料）

更生医療受給
者情報（令和
４～６年度
社会福祉課
資料）

・糖尿病性腎症重症化予防
　対象者の検査値の改善者割合

・精密検査受診率
・精密検査未受診者への受診
　勧奨率

・勧奨による医療機関受診率

・糖尿病性腎症重症化予防
　対象者の精密検査受診率

・糖尿病腎症重症化予防
　対象者の保健指導実施率

6.0%

60%以上

地域保健・健
康増進事業報
告(令和４～６
年度)

・がん検診
　受診率

11.0%

13.6%

事業評価書
（令和４～６
年度　健康推
進課資料）

事業評価書
（令和４～６
年度　健康推
進課資料）

国保データ
ベース（令和
４～６年度）
＊1：Ⅰ度高血
圧以上
＊2：HbA1c6.5
以上の受診勧
奨判定者
＊3：HbA1c6.5
以上のうちの
治療者

重
症
化
予
防
（

が
ん
以
外
）

100.0%

65.4%

59.2%

3.8%

重
症
化
予
防
（

が
ん
）

・生活習慣病を原因とした人工
　透析新規導入者の人数

5.5%

評価指標

特定健診・特
定保健指導実
施結果集計表
等（法定報告
速報値）
（令和４～６
年度）

事業報告書
（令和４～６
年度　保険医
療課資料） ・健診結果の

　改善状況
（健診結果有所
　見者割合）

・メタボ該当者
　又はメタボ
　予備群該当者
　の割合

・HbA1c受診勧奨者*3の治療
　状況の割合

・糖尿病性腎症による人工透析
　新規導入者の人数

・がん死亡者数

・健康状態不明者の減少

100.0%

98.4%

67.0%

3.8%

19.1%

3.6%

8,000件

・LDLコレステロール160㎎/dl
　以上の者の割合

BMI、ALT（GPT）、空腹時血糖、HbA1c、尿
酸、収縮期血圧、拡張期血圧、LDLコレス
テロールの有所見者の割合が高い（男女）

健
康
課
題

52.8%

32.9%

国保データ
ベース（令和
４～６年度）

精密検査未受診者への受診勧奨は対象者全

員に実施できていますが、医療機関の受診

につながった人の割合は減少傾向です。生

活習慣病の重症化予防のためには、健診受

診だけでなく、適切な時期に医療につなげ

る必要があることから、中間評価では重症

化予防事業（精密検査未受診者・基準値超

え者への受診勧奨）の振り返りや見直しに

取り組みます。

血圧・HbA1c・LDLコレステロールが高値の

者の割合はいずれも目標値には達しておら

ず、特にHbA1cの割合は悪化傾向です。一

方で、生活習慣病を原因とした人工透析新

規導入者の人数や、HbA1c受診勧奨者の治

療状況の割合は改善傾向にありますが、血

圧・HbA1c・LDLコレステロールが高い方は

一定数いるため、引き続き重症化予防の取

り組みを通して健康課題解決の取り組みを

実施していきます。

がん死亡者数は高齢化率の上昇に伴い、増

加傾向です。がんは医療費が高額な疾病の

ため、今後も関係課と協力し、がん検診の

受診率向上に努めます。

特定健診受診率および健康状態不明者の割

合は横ばいとなっています。ここ数年は後

期高齢者医療に移行する方が多く、健診に

関心がある層が減少していくことが予測さ

れます。健康状態不明者は疾病が重症化し

てから医療にかかることで、医療費が高額

になったり予後が悪くなる可能性があるこ

とから、早期発見・改善のための健診受診

が必要です。中間評価では、特定健診の個

別事業評価の中で、当市の健康状態不明者

の現状分析を行いながら事業の見直しを図

ります。

メタボ予備軍が減少し該当者が増加してい

ることから、予備軍から該当者に移行した

可能性があります。移行を防ぐとともに、

新たな予備軍・該当者を減らす取り組みも

必要です。引き続き啓発・予防を取り組む

とともに、特定保健指導実施率の増加のた

めの事業の分析を行っていきます。

情報提供②



目標値 ベースライン R5実績
R6実績
(暫定値)

用いた資料 目標値 ベースライン R5実績
R6実績
(暫定値)

用いた資料
評価健康課題・考察

アウトプット アウトカム

評価指標
中・長期目標 短期目標 保健事業

評価指標

喫煙者が多い（男女）

20歳時体重から10kg以上増加該当者が多い
（男女）

朝昼夜3食以外の間食や甘い飲み物（毎
日）該当者が多い（男女）

飲酒頻度（時々）該当者が多い（男女）

1日飲酒量（1～2合、2～3合）該当者が多
い（男女）

400人以上 192人 343人 274人

だてまちカード
ポイント付与時
のアンケート
（令和４～６年
度）

現状値維持 263人 281人 228人

事業評価書
（令和４～６
年度　健康推
進課資料）

後期世代で「脳血管疾患」の発症が多い 80%以上 66.9% 67.7% 63.6%

後期世代で口腔機能が低下している者が多
い

後期世代での「筋・骨格系疾患」の発症が
多い 343人 274人

343人 274人 50%以上 42.4% 41.2% 41.3%

現状値維持 263人 281人 228人

事業評価書
（令和４～６
年度　健康推
進課資料）

60%以上 52.9% 47.3% 50.8%

ジェネリック医薬品の使用割合の維持向上 重複 60人 66人 49人

重複多剤の解消 多剤 10人 15人 11人

考
察

高齢化が進展し、一人当たりの医療費は今
後も増加することが推測されるため、予防
可能な入院医療費の減少や、重複処方対象
者への支援等の医療費適正化に資する取り
組みにより、国保医療制度を維持していく
必要がある。

－ 317件 197件 109件

後発医薬品差
額通知発送業
務委託実績
(令和４～６
年度)

現状値より増加 86.7% 86.8% 87.8%

厚生労働省
保険者別の
後発医薬品
の使用割合
(令和４～６年
９月時点)

16.3%
・一度に多量の飲酒をする者の
　割合（1日当たり男性2合
　以上、女性1合以上）

21.6%10%以下

事業評価書
（令和４～６
年度　健康推
進課資料）

30.8%

52.9%

15.8%

15.2%13.9%・成人の喫煙率（40～74歳） 13.5%12%以下

21,710件

19回現状値維持

96件

・ジェネリック医薬品使用割合
　の維持向上

－
医療費通知実
績(令和４～
６年度)

・重複多剤
　使用者の減少

後期高齢者の入院の要因として「脳血管疾
患」が多く、また質問票の結果から口腔機
能が低下している者が多いことが推測され
る。これらを早期に予防するため、国保世
代から重症化予防、生活習慣病発症予防、
健康づくりに取り組んでいく必要がある。

・1回30分以上軽く汗をかく
　運動を週2日以上、1年以上
　実施している人の割合
 【再掲】

・日常生活において歩行又は
　同等の身体活動を1日1時間
　以上実施している人の割合
 【再掲】

・50歳以上におけるそしゃく
　良好者の割合

100.0%

事業評価書
（令和４～６
年度健康推進
課資料）

100.0%

159件

16回

16回

医
療
費
適
正
化

高
齢
者
の
保
健
事
業
と
介
護
予
防
の
一
体
的
実
施

健
康
課
題

適正に医療を利用す
る者の維持または増
加

適正に医療を利用す
る者の維持または増
加

23,749件・医療費通知発送数

・ジェネリック医薬品使用
　促進差額通知発送数

・医療費通知
・ジェネリック医薬
  品使用促進の差額
  通知発送

22,492件

健
康
課
題

19回現状値維持

192人400人以上

考
察

・健康づくりサポーターの利
用者数（出前講座等で健康課
題やサポーターの説明を受け
た人数）【再掲】

・後期高齢者の
　脳血管疾患による
　入院の減少
・後期世代の口腔
　機能低下者の減少
・後期世代の筋・
　骨格系疾患による
　入院の減少

・50歳以上における
　そしゃく良好者の
　割合
・過去1年間に歯科検
　診を受けた人の
　割合
・1回30分以上軽く汗
　をかく運動を週2日
　以上、1年以上実施
　している人の割合
＊再掲

・広報等や健康教育
　による情報提供・
　啓発
・健康づくりサポー
　ターによる情報
　発信
・健康相談
＊再掲

・喫煙者の減少
・1日飲酒量が多い者
　の減少
・1回30分以上軽く汗
　をかく運動を週2日
　以上、1年以上実施
　している人の割合
　の増加
・日常生活において
　歩行又は同等の
　身体活動を1日
　1時間以上実施して
　いる人の割合の
　増加

・禁煙指導の実施
・喫煙・飲酒に
　関する保健指導
・広報等や健康教育
　による情報提供・
　啓発
・健康づくりサポー
　ターによる情報
　発信
・健康相談

・禁煙指導実施率

・喫煙・飲酒に関する保健
　指導延べ件数

・広報や健康教育等による
　周知回数

・健康づくりサポーターの利
用者数（出前講座等で健康課
題やサポーターの説明を受け
た人数）

・健康相談利用者数

・過去1年間に歯科健診を
　受けた人の割合

だてまちカー
ドポイント付
与時のアン
ケート（令和
４～６年度）

健
康
づ
く
り

健
康
課
題

・健康づくりに関心
　を持ち、生活習慣
　病とその予防策を
　知っている者の
　増加

100.0%

16回
・広報や健康教育等による
　周知回数【再掲】

現状値維持

・1回30分以上軽く汗をかく
　運動を週2日以上、1年以上
　実施している人の割合

16回

87件

100.0%

32.3% 36.2%

・健康相談利用者数【再掲】

国保データ
ベース（各年
令和４～６年
月診療分）

41.3%41.2%

47.3% 50.8%

42.4%50%以上
国保データ
ベース（令和
４～６年度）

国保データ
ベース（令和
４～６年度）

成人歯科保健
に係る道民歯
科保健実態調
査（令和４～
６年度）

60%以上

現状値より減少

考
察

特定健診受診者の質問票回答状況から、間
食や毎日甘い飲み物を飲む該当者が多く、
若い時から体重が増加している者が多い。
また喫煙や適正以上の飲酒など生活習慣病
のリスクを高める生活習慣の人が多い。将
来の生活習慣病を予防するために、日頃か
ら正しい生活習慣を獲得するための取り組
みが必要である。

・日常生活において歩行又は
　同等の身体活動を1日1時間
　以上実施している人の割合

95%以上

様々な保健事業の機会や手段を通じて正し

い生活習慣の普及・啓発を行っていますが、

アウトカム指標の目標値には達していませ

ん。特に喫煙については悪化しており、特

に40～50歳代の壮年期の喫煙率が高い状況

が続いています。全体でみると男性の方が

割合が高いですが、壮年期は男女同等の割

合となっています。禁煙に重点を置いた取

り組みが必要と考え、今後も関係課と協力

し普及・啓発を行っていきます。

アウトカム指標の目標値に達している項目

はありませんでした。令和７年度より20～

70歳の10歳刻みの年齢の方を対象に歯周病

検診を、75・80歳の方を対象に歯科健診の

実施を開始しました。これらの事業を通し

て、口腔の健康の普及・啓発を行うととも

に、生活習慣病の重症化予防を国保から切

れ目なく実施し、介護部門と連携しフレイ

ルの普及・啓発にも努めていきます。

医療費通知発送数は被保険者数の減少に伴

い、減少がみられます。ジェネリック医薬

品の差額通知については対象者がジェネ

リック医薬品に移行していること、使用し

ている薬剤にジェネリックがないことが影

響し発送数が減少しています。今後も医療

費適正化のために、必要な方への通知・勧

奨を行っていきます。


